































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































グル プー1　もっとも貧しい  1～10％
全世界の年間所得の
占有率
0.9％
0.6％
0.1％
0.6％
0.3％
全世界の世帯の富の
占有率
2.2％
58.0％
20.0％
71.0％
1.6％
1.3％
3.1％
5.0％
8.3％
13.0％
6.2％
3.7％
2.4％
1.6％
1.1％
図２　不平等分布
世界の全人口における総所得と富の占有率（2002年と2000年）
出典：BenCrow&SureshK.Lodha,（岸上伸啓訳）『格差の世界地図』
丸善出版、p.2
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いる。ほんの一握りの資本家の手に富が蓄積し、大多数の人々は低賃金か失業
かの苦しみの中にいる。従ってこの溝を埋める平等性を確保するには、特に貧
しい、失業している人々に仕事を提供し、インフォーマル部門の不安定性や低
収益性を克服すること、技術的・社会的革新を利用して生産性を向上させ、そ
れによって、生活水準を向上させることが重要である。産業化のプロセス、つ
まり工業化に際して、ほんの一部の人に利益が独り占めされ、そのほかの人々
には利益がもたらされなかったゆえに、国内における所得格差が発生するし、
さらに国家間にも所得格差が拡大してきたのである。
　所得格差を解消するには、社会的格差にも注目すべきである。専門技術を身
に着けるための教育サービスの充実、人種差別や出身階層の差別や、ほかの格
差の原因と密接に関連する社会的な要因を取り除くことも重要である。国家間
の所得格差が820年時点の3対から、992年の72対へと拡大した理由は、
生産性や生活水準を引き上げることに関連する社会的プロセスが格差を生み出
すからであった。つまり、産業化しえた国（工業国）は、そうでない国（開発
途上国）と違って、技術的・社会的イノベーションをうまく利用しえたからで
あった。因みに、現在、世界の2%にあたる人々が、世界の富の半分を所有し
ている。（注32）
　第２節　南の台頭
　国々が産業革命を経由するに従い、この200年間に国家間の所得格差が拡大
してきた。9世紀初頭まで諸国間の所得の差は相対的に小さかったが、やが
て工業国が農業に依存する国を抜き去り所得差は広がった。先進工業国の成長
が二度の石油危機以降ほぼ低迷しているなかで、980年代以降、輸出志向型
工業化政策（注33）を選択し高度成長したのは、新興工業経済地域（NIEs）で
あったが、やがてアジアNIEs以外の国々は低成長に転落した。990年代にな
ると、アジアNIEsは賃金上昇によるコストアップや、997年のタイから発生
した通貨危機などにより、産業構造の改革を余儀なくされることとなった。同
時期、東南アジア諸国連合（ASEAN）も同様に経済成長が目覚しく、またそ
れらの国々のGDPや貿易額が世界に占める割合は近年高まってきた。
　最近とみに経済発展が著しいブラジル、ロシア、インド、中国、南アフリカ
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共和国のBRICS5か国は、世界のGDPに占める割合がリーマンショック以前の
3.7%（2007年）から8.0%（200年）にまで拡大している。広大な土地（世界
の国土面積の32%）・豊富な人材（世界人口の45%）・豊富な資源を有するのに
加え、その潜在力は将来経済力に転化しうる可能性が高い。インドや中国では、
国民の平均所得が産業化により上昇し始めている。その一方で、国内での所得
格差が拡大しつつある。アフリカやその他のアジアの多くの国の経済はゆっく
りとだが産業的な潜在能力を作り出しつつある。しかるに産業先発国とこれか
ら産業化を迎える国では、平均所得の差はますます拡大しつつある。（注34）
　ところが、近年、南の諸国の台頭が目を見張る勢いを示している。人間開発
の幅広い前進と、それらの国の総体的な経済力の占める比重が、既存の国際体
制の再編、国際機関の見直しを検討させることになった。南の台頭は、既存の
開発モデルや政策論からでなく、それぞれ各国の置かれた国内の固有の状況に
沿った政策を進めてきた結果であり、人間開発の向上に成功してきた帰結であ
る。
　人間開発指数は、前にも触れたように、長寿で健康な生活、知識、人間らし
い生活水準という3つの側面を3つの指標（平均寿命・教育・GDP）から算出
する合成指数である。HDI低位国と中位国で、ことのほかHDIの3指標が大幅
に上昇してきている。この意味では、世界各国の不平等は縮小してきた。大半
の途上国が成果をあげているなか、ブラジル、中国、インド、南アフリカ、ト
ルコといった規模の大きな国が急速に成績を上げてきた。同時に、バングラデ
シュ、チリ、ガーナ、モーリシャス、ルワンダ、タイ、チュニジアというわり
と小さな国なども大きな前進を遂げている。（注35）
　これらの国の開発の原動力は、主に、開発に対して積極的に国家がその役割
を強めており、人間開発の向上へと努力を傾注し、教育と保健への支援を惜し
まず、恵まれない人々への社会福祉サービスにも配慮し、貿易を通じて積極的
にグローバル市場を開拓し、技術の革新に開放的な態度を貫いてきた国の政策
であり、それが成果を生み出したのである。（注36）
　980〜200年の間に、途上国は世界貿易に占める割合を25%→47%へ、世界
総生産を33%→45%へ、世界貿易に占める南々貿易を8%弱→26%強（20年）
へと伸ばした。970年代半ばから南の国々で提唱されてきた南々協力は、相
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互の結びつきを強めてきており、南々間の貿易がここ30年間に3倍強の伸びを
示したのである。後発開発途上国の投資受入額の30〜60%は南々間の投資であ
る。南々間の旅行者も増加する一方であり、その数は2020年までにほぼ6億
人に達すると予測されている。貿易による相互依存関係を通じて、ますます多
くの人々がグローバル市場に加われるようになっている。GNPに占める貿易
の比率は、800年時点で2%だったとの推計値が93年には22%、今日56%強
にまで上昇している。現在、上記のように、南は世界貿易の約半分を占めてい
るが、30年前には25%に過ぎなかったのである。（注37）
　南の台頭は心強いものであるが、南は北を必要とし、北も南をますます必要
とするようになっていることを忘れてはならない。ただし、南の国々は、技術
の吸収と新製品開発の中心としても台頭してきている。南々間の技術移転は直
接的に導入され、人間開発に直接的な恩恵をもたらす新種のイノベーションに
図３　人間開発指数（HDI）の上昇加速
国の数
注1：水準の区分は、1990年の132か国のHDIの第1四分位（25％値）、第2四分位（50％値）、第3四分位（75％値）。
出典：UNDP『人間開発報告書2013』阪急コミュニケーションズ、p.14
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もつながっている。新しい技術が、以前辺地に追いやられていた人々を結びつ
けるのである。農村における携帯電話サービス事業が一例である。（注38）
　南の急速な台頭は先例のないものである。「産業革命が始まったイギリスに
おいて、人当たり総生産の倍増には50年を要し、その後に工業化したアメ
リカにおいても50年を要した。」それに対して、現在の中国とインドは「とも
に20年足らずで倍増した」のである。また、産業革命期の00倍にあたる人口
に及ぼした巨大な変化である。これは、「広範な人間開発という観点、つまり
世界人口の圧倒的大多数の人が暮らす国々において個人の能力の劇的な向上、
そして人間開発の持続的前進の物語として理解されなければならない。」（注39）
つまり、「人間開発にとって重要なのは、このような生産の拡大が貧困の削減
と人間の能力の拡大を伴っているかどうか」という、第2章第4節に述べた人
間開発の考え方が重要なのである。（注40）
　第３節　南の希望
　かように目覚ましい南の台頭の背景として、途上国の社会的結束、社会的統
合の促進を開発戦略の目標に掲げているブラジルらの政策に示されているよう
に、従来開発に関して過小評価されていた社会的側面への考慮が効果的で望ま
しい長期的開発の道筋の必須要素であることが明らかになってきたのである。
それは、「一体化された社会の開発成果という証拠」によって示されている。
社会レベルの開発の諸問題は、途上国にとって、人間開発の前進及び向上に
よって解決される部分が多い。他方、北の先進国にとっても、経済成長の停滞、
高失業率、緊縮財政などに直面している現在、高水準の人間開発の維持が脅か
されているのであって、社会的包摂と社会福祉に対する脅威を無視できなく
なっている。（注4）
　今、世界は移行期にあるという意識が高まっている。南の台頭により、国際
機構の原則の修正や再設定の必要性が叫ばれ、見直しが図られている。公正で
持続可能な世界を生み出すためには、世界・地域・国家の各レベルで民主主義
と平等、持続可能性の原則を体現するガバナンスの枠組みの確立が求められる
が、原則、機構、政策提言を打ち出すことが目下困難である。より公平で公正
な世界に向けて、先ず格差という不平等の問題と地球環境破壊問題への対応が
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緊急の課題となる。（注42）
　今後、南の国の国内市場がますます重要な成長エンジンになりうる可能性が
高い。（注43）南々間の貿易、投資、金融、技術移転の取引の拡大を軸に、途上国
の中間層の成長、その規模および平均所得の増大が先進国にも後発開発途上国
にも恩恵を及ぼすであろう。留意すべきは、「南の経済力向上は人間開発への
全面的コミットメントを伴わなければならない」のである。（注44）
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